
 
 

人吉球磨食のみやこ創造コンソーシアム推進事業補助金交付要項 

 

 （趣旨） 

第１条 一般社団法人人吉球磨観光地域づくり協議会（以下「観地協」という。）が「食

のみやこ熊本県」創造コンソーシアム推進事業実施要領（以下「要領」という。）別表

に規定するコンソーシアム推進事業を実施するに当たり、予算の範囲内において、補助

金を交付することに関し、要領に定めるもののほか、この要項の定めるところによる。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、人吉球磨地域の

市町村又は人吉球磨地域に活動拠点を有する法人、団体及び個人事業主とする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、「食のみや

こ熊本県」の創造に資する食の高付加価値化、ブランド化、ＰＲ等に要する費用とす

る。 

（補助対象経費及び補助率等） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、会議の開

催、先進地の視察、構成員間の連携活動、新商品開発、販路拡大、市場調査に伴うイベ

ント開催や出展・資材作成、事例調査等とする。 

２ 補助する額は、補助対象経費の２分の１以内とし、補助金の上限額を１００万円とす

る。 

３ 補助対象経費は本事業に直接要する経費であって、補助対象事業として明確に区分で

き、かつ、証拠書類によって金額等が確認できるものに限るものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、補助金交付申請書（様式第１号）

及び収支内訳書（様式第２号）を会長に提出しなければならない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 会長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認

められるときは、補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（様式第３号）により

補助金の交付申請を行った者に通知するものとする。 

 （計画の変更） 

第７条 前条の規定により通知書を受けた者が、その事業内容について変更したときは、

遅滞なく補助金計画変更申請書（様式第４号）を会長に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

 （補助金の交付取消・変更） 

第８条 会長は、前条に規定する計画変更申請書を受理したときは、その内容を審査し、

必要と認められるときは、交付決定を取消し、又は変更することができる。 

２ 前項の規定による取消し又は変更を行ったときは、補助金交付取消（変更）決定通知

書（様式第５号）により計画変更申請を行った者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 交付決定を受けて者は、補助事業が完了したときは、その日から３０日を経過す

る日又は令和９年１月２９日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第６号）を会



 
 

長に提出しなければならない。 

 （補助金の交付確定） 

第１０条 会長は、前条に規定する実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、補

助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合していると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付確定通知書（様式第７号）により

補助金の交付決定を受けた者に通知するものとする。 

 （補助金の請求及び交付） 

第１１条 前条に規定する通知書を受けた者は、速やかに請求書を会長に提出しなければ

ならない。 

２ 会長は、前項の請求書を受理した場合は、速やかに補助金を交付するものとする。 

３ 補助事業の性質上その事業の完了前に交付することが適当と認めるときは、分割して

概算額を交付することができる。 

４ 前項の概算払を受けようとする者は、概算交付申請書（様式第８号）を会長に提出し

なければならない。 

５ 会長は、第３項の概算額の交付決定をしたときは、補助金概算交付通知書（様式第９

号）により、概算額の交付を受けようとする者に通知するものとする。 

 （決定の取消し） 

第１２条 会長は、交付決定を受けた者が補助事業に関して次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この

場合において、当該取消しに係る部分について、既に補助金が交付されているときは、

期限を定めてその返還を命じることができる。 

（１）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要項に基づく

会長の指示に違反したとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（４）補助金を使用する以前に補助金を受けた団体等が解散したとき。 

２ 会長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消したときは、補

助金取消通知書（様式第１０号）により補助金交付対象者に通知するものとする。 

 （委任） 

第１３条 この要項に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

   附 則 

この要項は、令和８年（２０２６年）８月１７日から施行する。 

 

  


